資料２
事業所ヒアリング結果１
	事　業　種　別
	居宅介護・重度訪問介護

	運　営　主　体
	株式会社

	所　在　地
	大阪市

	従　事　者　数
	１９名

	サービス提供時間
	２４時間対応

	障がい児（者）への
提供状況
	１名（者のみ）
医療的ケア(胃ろう・気管切開)が必要な方であるが、医療的ケアは、家族・訪問看護ステーションが対応。

	ヒアリング内容
	・従業者の平均年齢２０歳台。男性ヘルパーが多い事業所で、移動支援事業も実施。
・ヘルパー確保のために、無資格や新卒者も常勤者として採用し、会社負担の資格取得も考えている。
・障がい福祉サービスと介護保険サービスを半々で提供しいきたいが、障がい者からの利用申し込みがない。相談支援事業所や市に働きかけても、紹介がない。
・区の事業所連絡会は、介護保険に関することが中心であり、地域包括支援センターは、役所からの通達の場である。障がい者支援の取り組みが盛んな他の区に出向き、情報交換を行っている状況。
・ヘルパーが課題を一人で抱え、精神的にまいり離職に至るケースがあるので、ヘルパーが交流できるシステムがあれば支えることができるのではないか。
・訪問看護事業所と２週間に一回、家族には一月一回参加いただき、ケース会議を行っている。医療機関との連絡調整は、訪問看護事業所が行っている。
・ホームヘルパーの医療的ケアのサービス提供については、体系的な研修を受けないと、リスクが高く行えない。
　個別具体の医師からの指導のみでは対応できない。

	ヒアリング総括
	1 事業所自ら人材育成を図ることにより常勤スタッフの確保を行っている。
2 利用者への事業所情報の周知方法が機能しているか検証が必要。
3 事業所・家族間でのケア会議を実施することにより適切なサービス提供が行われている。


事業所ヒアリング結果２
	事　業　種　別
	居宅介護・重度訪問介護

	運　営　主　体
	株式会社

	所　在　地
	高槻市

	従　事　者　数
	５０名（常勤１８名）

	サービス提供時間
	２４時間対応

	障がい児（者）への
提供状況
	１５３名（者１２３名　児３０名）
児３名が医療的ケア(吸引・経管栄養・在宅酸素)が必要な方であるが、家族・訪問看護ステーションが対応。

	ヒアリング内容
	・常勤ヘルパーが多い事業所で、行動援護や移動支援事業も実施。（遠方利用者もあり）
・利用者との信頼関係を構築するため、常勤ヘルパーの採用を積極的に進めており、給与も高く設定している。
・本体報酬と処遇改善交付金により、経営は維持できる。
・いじめなどの理由で社会不信を抱いてしまうと、保護者
が障がい児を社会に出さない・福祉サービスを利用しないケースが、発生する。保護者の、不安・不信を未然に防ぐための仕組みが必要。
・医療的ケアと入浴介助は訪問看護事業所、身体介護は居　宅介護事業所と連携・役割のもとサービス提供を行っている。
・ひとり家庭の支給決定の判断が厳しすぎる市町村があり、サービスが必要と考えられる障がい児が利用をあきらめて
いるケースがある。
・これまでの活動を通じての個人ネットワークを活用して、
各種障がい福祉サービス事業所と情報交換や連携を行っているが、自立支援協議会など公的な場での連携が必要と考えている。

	ヒアリング総括
	1 雇用条件の配慮により、常勤スタッフを確保し、利用者に信頼してもらえる支援体制を確保している。
2 訪問看護事業所と役割分担することにより、利用者への最適なサービスを提供している。
3 自立支援協議会など公的な場でのサービスネットワークが必要。


事業所ヒアリング結果３
	事　業　種　別
	生活介護

	運　営　主　体
	株式会社

	所　在　地
	門真市

	従　事　者　数
	２５名（うち常勤看護師１名・非常勤看護師２名）

	サービス提供時間
	午前８時から午後６時　月～金

	障がい児（者）への
提供状況
	５４名（者のみ）
うち医療的ケア必要な利用者　１８～６４歳　８名
（すべての医療的ケア）
うち重心者の利用者　１８～６４歳　４６名

	ヒアリング内容
	・指定管理者として、市施設内で事業実施。光熱水費用など大幅に削減した。結果として、７期連続で黒字運営。
・重心者を積極的に受け入れるため、基準配置以上に人員を確保（１：１．７）している。また、継続的なサービスを提供するため正職員を多く雇用しているが、その財源の確保に苦慮している。
・医療的ケアが必要な利用者に適切なケアを提供するためには、区分６の報酬では不足している。
・看護師を配置し、医療的ケアは、看護師が実施。介護職は医療的ケアを行っていない。
・通常の求人では看護師の確保が困難なため、人的な繋がりから雇用に至っている。将来的には自社介護職員に看護師資格を取得させることも考えている。
・情報共有体制を強化するため、会社として残業代を負担し、職員に月２回、２時間の研修受講を義務付けている。
・利用者の緊急搬送時に事業所も同行することにより、医療機関との関係構築に取り組んでいる。
・任意団体の医療的ケアに関する研修会に参加することによりノウハウを習得するとともに、事業所として人形３体を購入し、医師の指導のもと研修会を実施。
・公的機関が直接ヘルパー個人に医療的ケア研修を実施するよりも、事業所に医療的ケア責任者を設置させるほうが、責任体制がはっきりする。
・安定的にサービスを提供していくためには、法制度の頻繁な変更望ましくない。
・事業所として適正なサービスを継続していくためには、法令遵守を徹底し、いかに家族・利用者との信頼関係を築くかが経営のポイント。
（その他）
・守口市においても生活介護を実施している。
・約１００㎡のワンフロアで１４～１６名の利用者にサービスを提供している。
・どこに支援員がいても利用者の状況を確認できる環境であり、大型の福祉機材がない状況でも、機材の改造などの工夫により支援を提供している。

	ヒアリング総括
	1 重心児者に適切なサービスを提供するためには、人員体制の充実が必要である。
2 常勤看護師を配置することにより、介護職との役割分担を明確化している。
3 事業所として研修を業務として位置付けることによりう、ヒヤリハットなど職員間の情報共有体制を確保している。
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